
歳入について

市税
74.9億円
(38.6%)

歳入
194億円
(100.0%)

◆ 平成28年度

わかりやすい一般会計当初予算参考資料

分担金及び負担金
3.0億円
(1.5%)

使用料及び手数料
1.4億円
(0.7%)

諸収入
3.3億円
(1.7%)

繰入金・
繰越金など
16.8億円

(8.8%)

地方譲与税・
県税交付金

13.0億円
(6.7%)

地方交付税
21.0億円
(10.8%)

国庫・
県支出金
42.5億円
(21.9%)

市債
17.9億円

(9.2%)

地方特例交
付金など
0.2億円
(0.1%)

自主財源
99.4億円
(51.3%)

依存財源
94.6億円
(48.7%)

主な内訳

・個人市民税 20.8億円
・法人市民税 8.3億円

・固定資産税 40.7億円
・軽自動車税 1.5億円
・市たばこ税 3.6億円

保育料や受
益者負担金
など

市民利用施設の使
用料や各種証明書
発行手数料など

貸付金の返還金や
給食費収入など

国や県が集めた税
金の一定割合が配
分されるお金

地方公共団体間の財
政力格差の調整など
のため、国から交付
されるお金

特定の事業に対し
て国や県から交付
されるお金

道路や河川など公共施設の整備等のた
めに借り入れるお金

・公共施設整備などの市債 12.4億円
・臨時財政対策債 5.5億円

市の施設は将来にわたって長期間使われるため、その整備費については今の市民だけでなく、将来
の市民にも公平に負担してもらうという考えで市債を活用しています。しかし、借り入れに際しては、
実質公債費比率の増加を抑えるため、交付税算入がある有利な起債を選択して借り入れを行っていま
す。
また、このほか標準的な行政サービスを維持するため、国が交付税として交付できない分を地方公

共団体が肩代わりする臨時財政対策債も借り入れています。

市債

※ 端数処理のため合計値が一致しない場合があります。(以下同様)

歳入(収入)について
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歳出
194億円
(100.0%)

市民の福祉と健康
77.1億円
(39.7%)

市民の安全と環境
23.6億円
(12.2%)

市民の
教育と文化
15.5億円

(8.0%)

市のインフラ整備
17.0億円

(8.8%)

市民の産業経済
13.8億円

(7.1%)

人権と市民サービス
26.1億円
(13.4%)

市債の返済
20.9億円
(10.8%)

高齢者・障害者福祉、生活
保護、子育て支援、予防接
種などにかかる経費

一般会計予算を市民一人当たりに換算すると、41万2,400円になります。

（ 平成27年度 41万8,800円 ）

特別会計含めた全会計では、64万3,000円です。

消防、災害対策、ゴミ
の処理、環境の保全な
どにかかる経費

学校教育、生涯学習、
文化の振興などにか
かる経費

道路や河川の建設・維
持管理、市営住宅や公
園の管理にかかる経費

農業・水産業・商
工業の経営支援、
観光客の誘致にか
かる経費

市役所の運営、市議会
の運営、市政の企画・
広報などにかかる経費

市債の返済や利子の支
払いなどにかかる経費

歳出(支出)について

※ 平成28年1月1日現在人口 47,047 人(外国人含む)
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歳 出

歳出
246.7億円
(100.0%)

◆ 類似団体の歳入と歳出（牧之原市の人口で換算した場合）

市民の福祉と健康
80.6億円
(32.7%)

市民の安全と環境
23.2億円

(9.4%)
市民の

教育と文化
26.7億円
(10.8%)

市民の産業経済
20.4億円

(8.3%)

人権と市民サービス
38.7億円
(15.7%)

市債の返済
30.2億円
(12.2%)

歳 入

歳入
246.7億円
(100.0%)

分担金及び負担金
2.5億円
(1.0%)

使用料及び手数料
4.6億円
(1.8%)諸収入

5.9億円
(2.4%)繰入金・

繰越金など
17.2億円

(7.0%)

地方譲与税・
県税交付金

8.3億円
(3.3%)

地方交付税
81.1億円
(32.9%)

国庫・
県支出金
47.8億円
(19.4%)

市債
27.1億円
(11.0%)

地方特例交付金など
0.2億円
(0.1%)

自主財源
82.2億円
(33.3%)

依存財源
164.5億円

(66.7%)

市税
52.0億円
(21.1%)

※ 類似団体のデータは決算数値(平成25年度 平均値)を基に分析しているため、歳入歳出額に差異が生じます。
予算は歳入歳出同額のため、便宜的に歳出合計額に歳入合計額を一致させる処理をしています。

市のインフラ整備
26.9億円
(10.9%)

類似団体の一人当たり
の平均額に牧之原市人口
47,074人（H28.1.1外国
人含む）を乗じた額を表
示しています。

市民一人当たり52万

4,400円となります。

類似団体人口36,804人

（H26.1.1外国人含む）
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住民一人当たりの財政調整基金の額（平成24～26年度末）
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（出所：市町財政の状況）
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住民一人当たりの借入残高（平成24～26年度末）
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（普通会計）
減収補てん債 6.8億円借入れ

H20.9 リーマンショックによる市税
減収の補てん措置
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牧之原市の家計簿 ※市の財政について、身近に感じていただくために、市の予算を家計簿に例えてみます。

～牧之原市の平成28年度予算を年収500万円の家計に例えると～

収 入 支 出

基本給（市税） 193万円(△ 2万円)

諸手当(譲与税･交付金・国県支出金など) 168万円( － )

貯金の取り崩し（基金繰入金） 28万円( 4万円)

家賃収入（使用料･手数料など） 11万円(△ 1万円)

親からの仕送り（地方交付税） 54万円( 6万円)

生活資金の借入れ（臨時財政対策債） 14万円( 1万円)

家の増改築の借入れ（その他市債） 32万円(△ 8万円)

合 計 500万円

給
与

親
か
ら
の

本
来
の
仕
送
り

食費（人件費） 82万円(△ 4万円)

家族の医療費（扶助費） 78万円( 8万円)

ローンの返済（公債費） 54万円( 2万円)

家の増改築費(投資的経費･維持修繕費)   95万円(△29万円)

友人への支援金（補助費等･投資出資金）95万円( 17万円)

子供への仕送り（他会計への繰出金） 41万円( 3万円)

その他の生活費（物件費など） 55万円( 3万円)

合 計 500万円

家の増改築に多額の支出が予想され、医療費も増額しており、食費や支援金、ローンの返済にかかる経費を削減する必要があり
ます。収入では、基本給が減少した分、貯金の取り崩しや仕送りで賄っている状況です。生活必需品に係る経費が伸びているた
め、抜本的に生活習慣の見直しが必要になってきています。

（ ）は前年比較
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◆今後の財政運営について

将来世代に過度な負担を残さないよう、
次のような目標（方針）を設けて計画的
な財政運営に努めていきます。

主な目標（方針）の内容 27年度予算 28年度予算

一般会計の市債残高が２００億円を超え
ないように努めます。

毎年度の「プライマリーバランス」の黒
字を維持します。

プライマリーバランスとは、歳入総額から市債額を
差し引いた金額と、歳出総額から公債費を差し引い
た金額のバランスを言います。

バランスが釣り合っているとは、税収など借金に頼
らない収入によって、借金返済額を除いた支出総額
を賄えることを意味します。

「将来負担比率」が早期健全化基準(３５
０％)以下を維持します。

将来負担比率とは、借金など将来支払うことが決
まっている市全体の負債額が、1年間の収入総額に
対してどのくらいの割合かを示したものです。

「実質公債費比率」が１８％を超えない
ようにします。

実質公債費比率とは、標準的な年間収入に対して
市債等の返済額の占める割合を示したものです。

「財政調整基金」の残高３０億円を目指
します。

※表中の記号は、目標に対しての達成度
合を示します。

達成 もう一息 未達成

☀ ☁ ☂

198.0億円

☀
196.4億円

☀

0.3億円の赤字

☁

3.0億円の黒字

☀

65.6％

☀
49.3％

☀

12.8％

☀
10.5％

☀
23.3億円

☂
22.9億円

☂
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